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１. 地域防災力の向上とヒト・コト・モノづくり 

近い将来に予想されている、巨大地震への対策が重要

な課題となっている。被害軽減のためには建物の耐震化

が不可欠であるが、その進捗状況は決して芳しい状況で

はない。今後、耐震化促進のためには、ヒト・コト・モ

ノづくりの総合的な地域防災力向上の取り組みが必要で

ある。ヒトづくりとは耐震に関する教育・啓発の実践と、

それを担う人材の育成である。コトづくりとは耐震に関

する基礎研究や、体制・制度・環境の整備である。モノ

づくりとは、啓発のための教材やシステム、そして新た

な耐震化技術の開発である。 

以上の考えに基づき、筆者らは中京圏において総合的

な取り組みを展開している例えば１）。その中でも特に、ヒト

づくりは全ての取り組みのベースであり、最終的な目標

でもある。本論では筆者らが行ったヒトづくりの活動と

そこから得た知見を示し、今後のヒトづくりの展望につ

いて考察する。 

 

２. 耐震化に関する現状とヒトづくり実践の必要性 

図 1 に、全国の主要都市における耐震診断の実施率と、

その実施棟数をグラフで示す。全国的に診断の実施率は

低い。しかし相対的には、中京圏の進捗率は高く、地域

格差が大きいことが分かる。図 2 には、中京圏の主要紙

である中日新聞の、地震に関するキーワードを含む記事

数の変遷を示す。近年では記事内容が「東海地震」から

「東南海地震」や「直下型地震」へと拡大している。ま

た 2002 年以降「耐震」に関する記事も急増し、この地域

の関心が俄かに高まっていることを示している。また図 3

には、名古屋市における毎月の耐震診断進捗状況と、啓

発活動の関係の一例を示す。診断が大きく進んだ月に対

応して啓発が行われており、その効果が確認された。 

以上のように、中京圏では地震防災と耐震化への意識

が高まっており、啓発活動が効果を上げる状況が出来て

いる。防災力向上のために、新たな教育・啓発の取り組

みと、その担い手の養成が望まれている。 

３. ヒトづくりのための実践研究 

中京圏におけるヒトづくりの成果として、図 4 に示す

ような人のネットワークがある。このネットワークを活

用し、例えば行政・企業・研究者による情報交換や、マ

スコミを中心とした勉強会などが実施されている。ヒト

づくりの基本は、この様なネットワークの形成と、市民

と専門家の間で活躍する媒介者の育成である。 
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図 2(上) 中日新聞の

記事内容分析 

図 3 名古屋市内の耐震診断進捗と啓発活動の関係 

図 1(右) 全国主要都市の

耐震診断実施状況 
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近年では新たな活動の担い手として、学生による活動

が始まっている。例えば昨年度は、住宅フェアにおいて

県と協力し市民対象の啓発を行ったり、大学生協連のセ

ミナーで何度も講演会を行ったりした（図 5）。この動き

の背景には、筆者らが行っている教材の開発がある例えば２）

３）４）。利用しやすく啓発効果の高い教材を用いることで、

学生でも啓発が可能となった。 

学生の活動を継続・発展させる目的で、ネットワーク作

りを行っている。現在までに中京圏と関東圏、関西圏、

新潟の学生を加えた約 100 人・30 団体の学生が、メーリ

ングリストやミーティングを通じて情報交換を行ってい

る（防災ユースフォーラム）。年 2 回のペースで人材育成

を目的とした学習会も行っており、筆者の一人はそこで

耐震化に関する講義を行っている（図 6）。学生による継

続的な人材育成事例として評価を受けており、学習会の

様子は毎回地方紙に掲載され、企業からの助成金も得た。 

これらの取り組みの結果、名古屋大学では学生サーク

ル（震災ガーディアンズ）と大学生協の協力によって、

地域や学内への啓発が進んでいる。学内総合防災訓練で

の啓発活動（図 7a）や、新入生を対象とした防災のガイ

ダンスと啓発イベントも実施され始めた。また、学生ネ

ットワークから生まれた活動として、愛知万博における

企画（図 7b）や、今年度実施予定の新潟中越地方におけ

る学生セミナーなどがある。 

４. ヒトづくりの評価と今後 

これら学生を含む、防災リーダー（媒介者）の働きに

よって、愛知県内では耐震診断が促進され始めている。

ヒトづくりによって耐震化が進んでいる事例といえる。 

今後のヒトづくりの課題として、地域全体の活性化が

挙げられる。防災力の底上げのためには、住民一人一人

が地域に関心を持ち、地域の安全・安心情報を共有する

ことが必要である。解決策の一つとして、地域密着型の

GISや SNS（Social Networking Service）の活用が考えられ

ている。一部自治体では実際に導入され、効果が検証さ

れている例えば５）６）。今後これらの開発と検証を進めると共

に、これらを使いこなし地域への普及を行う、新たな媒

介者の養成を考えていく所存である。 
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図 4 中京圏における大学を中心に見た人のネットワーク 

図 5 学生による市民対象の啓発活動 

図 6 学生へ向けた専門教育（人材育成） 

図 7 ヒトづくりによって実現した学生の新たな活動の例 

（左：学内向け啓発(a) 右：愛知万博企画(b) ） 


